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コード ９１０１ 事 業 名 共通事項 重点目標 経営基盤の強化 担 当 総務課 職員担当

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

改革事項 行動目標 事業部門と管理部門の連携強化や事務の効率化の観点から本局の組織組織・定数の見直し
体制を見直すとともに、各事業の経営状況や今後の動向を踏まえた組織
・定数の管理を徹底する。

１４ １５ １６ １７ １８

・本局の組織・定数（行動計画)
ス１ 本局組織については、 を実施各事業の見直しに応じて組織のスリム化 の見直し（組織の

等）を順次実するとともに、経営政策事務の総合調整機能の整備を進める。 リム化

施２ 地域整備事業及び電気事業については、将来的な事業のあり方を検討
定数削減計画の 新たな定数削減し、その方向性を踏まえながら組織・定数を管理していく。

・建設部の廃止（ 見直し 計画の実施３ 工業用水道事業については組織のスリム化、水道事業については「職
１３年度末 、旧建員の再配置」を前提とした組織・定数管理を行う。 ）
設部関係の組織改正
に伴う定数減（２０
人）

・旧建設部の総務・以上１ を行うことにより、平成１０年度から１９年度までのから３
人事事務を総務課に定数削減計画（５２人削減）を平成１７年４月１日をもって前倒しで
集中化達成するとともに、新たな定数削減計画に基づき、現行の職員定数を

平１９年度までに職員定数を３３人削減する。
＜地域整備事業の執

行体制＞平成１６年度 平成１９年度
地域整備事業の４８５人 → ４５２人（▲３３人） ・分譲推進課と土地 ・分譲推進課と土地
将来的な方向性造成課、地域整備事 造成課、地域整備事
を踏まえ組織を務所の再編・統合を 務所の再編・統合を
検討する検討 順次実施

電気事業の将来＜発電総合事務
的な方向性を踏所＞
まえ組織を検討・管理室の新た
するな運転操作体制

の試行、保全業
務委託化等の拡
充（再掲）

・新三郷浄水場＜柿木浄水場＞ ・公設民営化を
を統括浄水場と・運転管理業務委託 実施（平成１７
して機能強化一括化の実施 再掲 年３月）（ ）

＜水質管理体制の見
直し＞
・浄水場から水質管 ・浄水場から水質管 ＜吉見浄水場開
理センターへの職員 理センターへの職員 場＞
の再配置 の再配置 ・民間委託の実

施
運転管理業務

全面委託（技術
関係及び水質関

）（ ）係の一部 再掲

改革指標・目標数値 改 革 効 果
△４１９百万円 【配分定数】Ｈ１３．４．１ ４９７人①定数の削減 人件費 Ｈ１３比目 標 Ｈ１４～１９年度 △４１９百万円

Ｈ１４．４．１ ４７７人Ｈ１０～１９ 実 績 Ｈ １４ 年度末 △１８６百万円

Ｈ１５．４．１ ４７７人６６人 Ｈ １５ 年度末 △ ０百万円
Ｈ１６．４．１ ４６４人Ｈ １６ 年度末
Ｈ１７．４．１ ４５７人Ｈ １７ 年度末

Ｈ １８ 年度末
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コード ９１０２ 事 業 名 共通事項 重点目標 経営基盤の強化 担 当 総務課 職員担当

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

改革事項 行動目標 企業局を取り巻く厳しい社会経済情勢を踏まえ、同一類似の公務員の給給与の適正化
与等を参考に給与の適正化を進める。

１４ １５ １６ １７ １８

・企業業務手当の廃 ・給水業務手当等の（行動計画)
止 特殊勤務手当の見直

（１３年度末見直し し１ 特殊勤務手当の支給対象や支給率の見直しを進める （平成１６年。
に伴う経過措置の終 （１４年度末見直し４月１日実施）
了） に伴う経過措置の終２ 能力・実績を重視した給与制度への見直し

了）
・１１種類の特
殊勤務手当を３・特殊勤務手当の見 特殊勤務手当の見直
種類に再編直しの検討 しの検討・実施

・能力・実績を
重視した給与制
度の検討

改革指標・目標数値 改 革 効 果
特殊勤務手当の見直し（Ｈ１６．４．１から１１種類の特殊勤務手当を３種類に再編）目 標 Ｈ ～ 年度 － 給与の適正化

月額（発電業務手当、給水業務手当、建設業務手当） 月額（現場業務手当（担当課長以下を対象 ） 影響額能力・実績を重視した給与制度への見直し 実 績 Ｈ １４ 年度末 － ）
1,400Ｈ １５ 年度末 －

日額（高所作業手当、深所作業手当、変則勤務手当、 → 日額（現場業務手当（管理職等 、夜間業務手当、 万円Ｈ １６ 年度末 ）
高電圧業務手当、塩素取扱手当、洪水時作業 用地交渉等業務手当）Ｈ １７ 年度末
手当、検査業務手当、用地交渉等業務手当）Ｈ １８ 年度末
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コード ９１０３ 事 業 名 共通事項 重点目標 経営基盤の強化 担 当 総務課 職員担当

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

改革事項 行動目標 前例踏襲やセクショナリズムの意識を廃し、経営感覚やコスト意識、説職員の意識改革
明責任の意義を徹底 する。

１４ １５ １６ １７ １８

・部局専門研修の内（行動計画)
容を見直すととも

に、企業局の職員同１ 本局と 機関、管理部門と事業部門、事務吏員と技術吏員、各事業地域
士が情報・意見交換部門間の相互理解や情報共有化を推進する。
をする機会の充実を２ 経営感覚やコスト意識の醸成を図る研修を充実する。
図る。３ 評価基準の客観化、透明化を図り、能力、意欲、実績のより的確な把

握と公正な評価を実施するため、新たな人事評価制度を導入する。

・新たな人事評価制
度の実施 制度の見直し 見直し後の制度の

実施

・人事評価の人事・
給与への反映を関係
機関と協議の上実施

改革指標・目標数値 改 革 効 果
職員意識の向上目 標 Ｈ ～ 年度 研修効果あり80％

実 績 Ｈ １４ 年度末①意識改革の観点からの研修内容の充実
９７．６％・アンケート結果 Ｈ １５ 年度末

Ｈ １６ 年度末研修効果を認めた職員の割合 ８０％
Ｈ １７ 年度末
Ｈ １８ 年度末
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コード ９１０４ 事 業 名 共通事項 重点目標 経営基盤の強化 担 当 総務課 予算・経営改革担当
経理課 経理担当

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

改革事項 行動目標 資金収支計画をより一層重視した事業経営を行うとともに、企業財務運営の見直し
債残高の縮減に努めるなど経営基盤の強化を図る。

１４ １５ １６ １７ １８

（行動計画)
☆内部留保資金の

有効活用及び資金収１ 費用対効果を十分検討するとともに、資金収支計画を重視した
支計画の検討を行い事業計画の策定を行う。
結果を翌年度予算にまた、事業の進行管理等を徹底して行う。
反映

２ 使用可能な資金の有効活用を図ることによって、企業債残高の
縮減に努める。

☆キャッシュフロー３ わかりやすく財務状況を公表するための方法を検討する。
・決算概況記者発表 ・決算概況記者 ・決算書、キャ ・決算概況記者 ・決算書、キャ ・決算概況記者 ・決算書、キャ（キャッシュフロー計算書の作成・決算概況の記者発表） 計算書の作成及び公

６月 発表（７月） ッシュフロー 発表（６月） ッシュフロー 発表（６月） ッシュフロー表、決算概況の記者 （ ）
・キャッシュフロー 計算書の公表 計算書の公表 計算書の公表発表
計算書記者発表 （ホームページ （ホームページ （ホームページ

（１０月） １０月） １０月） １０月）
・決算書の公表
（ ）ホームページ

改革指標・目標数値 改 革 効 果
①企業債残高縮減 支払利息 （H14企業債残高縮減による支払利息減はH15年度以降に発生）目 標 Ｈ１４～１８年度 △２，４００百万円 △２，４００百万円

実 績 Ｈ １４ 年度末 －Ｈ１４～１８ 億円４００
Ｈ １５ 年度末 △６０百万円 （企業債残高の状況）
Ｈ １６ 年度末 １ １４年度末の企業債残高は、１３年度比△５０億円である。 利息縮減額 ６０百万円
Ｈ １７ 年度末 ２ １５年度末の企業債残高は、１４年度比△８８億円である。 利息縮減額 ２７６百万円（残高削減累計１３８億円）
Ｈ １８ 年度末 ３ １６年度末の企業債残高は、１５年度比△８５億円である。 利息縮減額 ４６８百万円（残高削減累計２２３億円）
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コード ９１０５ 事 業 名 共通事項 重点目標 経営基盤の強化 担 当 経理課 出納・管財担当
水道業務課 経営担当
分譲推進課

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

改革事項 資産の有効活用 行動目標 公舎跡地の処分及び６公舎等のうち、３公舎の廃止・処分を進める。

１４ １５ １６ １７ １８

＜藤田公舎跡地（行動計画)
（寄居町）＞

・測量調査 ・売却処分１ 「企業局公舎等の改革プラン」に基づき、公舎跡地の処分及び各公
・境界確定舎の状況に応じた廃止・処分を進める。

＜草加公舎跡地２ 事務所用地等の活用・処分について検討を進める。
（草加市）＞

・売却処分

＜秩父公舎
（秩父市）＞

・入居者の移転等 ・全戸退去後公舎
時期調整 廃止
・公舎廃止後の処分 ・売却処分・入札実施
方法の検討

＜西堀公舎
（さいたま市）＞
・入居者の移転等時 ・全戸退去後 ・建物取壊し ・取壊し後
期調整 公舎廃止 売却処分

＜岩槻公舎
（岩槻市）＞

・入居者の意向調査 ・入居募集の中止 ・建物取壊し ・取壊し後
・全戸退去後 売却処分

公舎廃止

＜旧第一水道建
設事務所＞
・処分方法の検 ・処分の方針決
討 定

・貸付又は売却
＜旧南部事務所
（さいたま市）＞
・水道事業へ貸付

・活用策の検討

改革指標・目標数値 改 革 効 果
３２４百万円 〈資産価格と売却（見込）額の差額〉① 公舎用地等売却 売却益目 標 Ｈ１４～１８年度 ３２４百万円

実 績 Ｈ １４ 年度末 ２４９百万円

売却益】 【売却額】② 事務所用地等の有効利用 Ｈ １５ 年度末 ４６百万円 【
Ｈ１４（草加公舎） ２４９百万円 ２５６百万円Ｈ １６ 年度末
Ｈ１５（藤田公舎） ４６百万円 ４８百万円Ｈ １７ 年度末
Ｈ１６（秩父公舎） △４５百万円 ５２百万円Ｈ １８ 年度末
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コード ９３０１ 事 業 名 共通事項 重点目標 環境面への積極的な取組 担 当 総務課 予算・経営改革担当

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

改革事項 行動目標 環境に配慮した経営を実現するため、環境会計を導入する。環境会計の導入

１４ １５ １６ １７ １８

☆環境会計（行動計画)
・試験的導入 ・本格導入

（電気） （電気、水道）環境に配慮した経営を効率的に実現するため、環境保全活動にどれ
だけの費用をかけ、それによってどの程度の効果があったかを、でき

☆環境報告書る限り定量的に明らかにする環境会計を導入する。
・内容等の研究 16年度版〉 〈17年度版〉さらに、環境会計による取組を発展させて、環境報告書を作成・公 〈

作成 公表（10月） 作成 公表（10月）表していく。

改革指標・目標数値 改 革 効 果
①環境保全活動に関する費用対効果の状況の 職員検討グループで議論を重ねるなかで、職員の環境に対する意識・コスト意識の向上を図る目 標 Ｈ ～ 年度 －

公表 ことができる。実 績 Ｈ １４ 年度末 －

、 。Ｈ １５ 年度末 － 県民に対して 企業局全ての事業活動による環境負荷についての説明責任を果たすことができる
Ｈ １６ 年度末
Ｈ １７ 年度末
Ｈ １８ 年度末
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コード ９４０１ 事 業 名 共通事項 重点目標 ＩＴの活用、情報公開の 担 当 総務課 総務担当
充実

（平成１７年３月修正）○ 修 正 計 画

改革事項 行動目標 知事部局と歩調を合わせ企業局における電子県庁化を推進する。企業局における電子県庁化の着実な推進

１４ １５ １６ １７ １８

（行動計画)
☆システム基盤の

整備１ 顧客・県民サービスの向上と事業運営の効率化を図るため、企業局
・通信回線高度化における電子県庁化を推進する。
（本庁・出先間光フ２ ＩＴを活用した情報公開、広聴広報を推進する。
ァイバー化）３ 事業運営に当たっては、情報セキュリティ対策の徹底を図る。
・パソコンの整備
（１人１台）

☆システム導入の
準備・検討 ・システムの順次
・文書管理 稼働
・情報公開支援
・旅費
・給与
・電子申請
・電子入札
・公共事業情報

☆ホームページに
よる情報提供

・ＪＩＳ規格に・３事業→４事業
基づくホーム・全課所場開設
ページの更新・キャッシュフロー

計算書、決算概況
のホームページへ
の登録

☆情報セキュリティ
確保のための環境
整備

・運用・情報セキュリティ
ポリシー及び個別

☆電子県庁を支システム実施手順
える職員の育成の策定、運用
・ＩＴ研修の実
施

改革指標・目標数値 改 革 効 果
①システムの稼働に伴い 人件費及び事務費目 標 Ｈ１７～１８年度 △３２百万円

実 績 Ｈ １４ 年度末 －Ｈ１２比
Ｈ １５ 年度末 －・時間外勤務 Ｈ１７ １０％縮減
Ｈ １６ 年度末・旅費 Ｈ１７ １０％削減
Ｈ １７ 年度末・紙の使用量 Ｈ１７ ４０％削減
Ｈ １８ 年度末

②ホームページの開設・充実に伴い 情報提供の充実目 標 Ｈ ～ 年度 －

実 績 Ｈ １４ 年度末 －Ｈ１５比
Ｈ １５ 年度末 －・アクセス件数 Ｈ１８ 487,000件 100％増（ ）
Ｈ １６ 年度末・情報量 Ｈ１８ 1,000ページ 40％増（ ）
Ｈ １７ 年度末
Ｈ １８ 年度末


